
1 賃貸借または使用貸借による権利を移転する者及び土地
貸し手（農地中間管理機構） 借り手（転借人）

所在地 大阪市中央区南本町二丁目1番8号 住所 0

名称 一般財団法人大阪府みどり公社 氏名 0

代表者 理事長　南部　和人 電話番号 0

土地の所在地 現況地目 貸借地積 権利の種類

㎡

㎡

合計 ㎡

2 利用権設定内容(当機構を介するもの）

(10 年 )

支払額 農地借賃 水利費(※時点) 賦課金(※時点) 合計

年額 円 円 円 円

初年度 円 円 円 円

毎年度 円 円 円 円

最終年度 円 円 円 円

合　　計 円 円 円 円
支払方法 使用貸借

※変更があるときは調整の場合有り

3 農業用施設等の現況及び利用可否
小屋 有 ・ 無 使用可 ・ 使用不可

ハウス 有 ・ 無 使用可 ・ 使用不可

果樹 有 ・ 無 使用可 ・ 使用不可

その他

使用する場合は所有者との協議が必要です。必ず事前に当公社へ連絡してください。

4 用水等の利用について
用水源 有 ・ 無 隣接水路から給水可能

水利費 有 ・ 無 円/年

負担者 転借人

支払方法 転借人→水利組合

利用期間 水路からの利用は6～10月に限る

上記以外の時期は雨水利用

その他

5 地域の取り決めについて
賦課金 有 ・ 無 円/年

負担者 -

支払方法 ―

共同賦役 有 ・ 無 年1回

負担者（参加者） 転借人

負担金 参加しなかった場合： 円/回

負担金の支払方法 転借人→水利組合

その他

様式4-6-2

使用貸借権

使用貸借権

0 0

農用地利用集積等促進計画に関する説明書（転借人用）

0 0 0

0

0

利用権設定始期 令和5年10月1日

利用権設定終期 令和15年9月30日

-

0 0

0

0 0

○○○○

○○○○

転借人は周辺農地利用者に配慮し、畦、法面の草刈り、保全管理を行う。

住宅地に隣接するため、野焼き、早朝の刈払い機の使用は禁止。

0

0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 0

●貸借が進んだ際には当書類が借り手に送付されます。
この書類が送付されたら、２ページ目一番下の 内に
必要事項を記載及び押印後、２週間以内に高槻市街にぎわい
部農林緑政課（高槻市桃園町２-１高槻市役所総合センター9
階）まで提出してください。※認印可

●７～１３について、貸借にかかる説明事項なので、内容を
確認しておいてください。

参考



6 農業用施設等の設置可否
小屋の設置 認める ・ 認めない

ハウスの設置 認める ・ 認めない

果樹等の栽培 認める ・ 認めない

その他

7 営農・管理に関する説明
□ 周辺農地・宅地等を考慮しながら、草刈を適正に行うこと。

□ 地域のとりきめやルールに従い、適切に営農を行うこと。

□ 肥料・農薬の使用については適正な量を守ること。

□ 病害虫駆除を行うときは、薬剤が飛散しないよう注意すること。

□ 鳥獣害の餌になりそうなものは置かず、きちんと廃棄すること。

8 再設定に関する説明
□ 再設定時には事前に（約6か月前）協議すること。

□ 再設定しない場合、転借人が終期までに、ハウスや道具類は撤去して耕作できる状態で返還すること。

□ 果樹の場合は別途協議。

9 解約に関する説明

□ やむを得ない事由がない限り原則中途解約できないこと。

□

□　

□

10 地役権に関する説明（該当農地　○○番）
□

□ 地役権設定者から誓約書の提出を求められることがある。

11 抵当権に関する説明（該当農地　○○番）
□

12 その他

□ 転借人の連絡先等が変更になった場合は、速やかに連絡すること。

□

□ 災害等により農地に損耗が生じた際は、速やかに大阪府みどり公社に連絡すること。

また、修繕方法等について協議に応じること。

13 添付書類
□

令和　　年　　月　　日 住所

氏名 印

所有者から解約を希望される場合、解約日の６か月前までに申し出る必要があり、転借人の同意が

必要である。解約された場合、未経過期間に対応する賃借料をみどり公社から転借人に返金する。

農用地利用集積等促進計画書（案）

該当農地には抵当権が設定されている。電線の支持物を除く電線路を設置（張替増強等を含む）す
ること及びその保守運営のための土地立入りもしくは通行の認容並びに電線路の最下垂時における
電線の高さから3.75mを控除した高さを超える建造物及び工作物の築造ならびに爆発性可燃性を有す
る危険物の製造・取扱い・貯蔵その他電線路に支障となる立竹木の植栽は禁止する。

該当農地には抵当権が設定されている。抵当権が実行され、競売が行われた場合、転借人は解約に
応じなければならない。

農用地利用集積等促進計画 共通事項(12)or(13)当該土地の返還における原状とは、令和●年●月1日

の利用権設定時の状態とする。

賃料等を支払わないとき、その他信義則に反した行為をしたときなどは、大阪府知事の承認又は

許可を受けて賃借権又は使用貸借を解除することができる。

「認める」の場合でも、農用地利用集積等促進計画 共通事項｢附属物の設置等｣に基づく手続きが
必要です。

所有者及び転借人の二者で｢確認書｣を交わし、その写しを大阪府みどり公社に提出して下さい。

転借人から解約を希望する場合、解約日の６か月前までに申し出、関係機関と協議の上、解約する

ことができる。

上記について説明を受け、この説明書及び添付書類を受領しました。

該当しない場合は削除し、以降の番号を繰り上げる。

該当しない場合は削除し、以降の番号を繰り上げる。

該当しない場合は削除。


